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研究結果 

 

1)山陰両県の教育委員会などから得た資料を元に、2000年以降の小学校廃校発生状況の基礎資料をま

とめ、各市町村でどの程度廃校が発生しているかについての概要を整理した。さらに、山陰両県で特

に木造校舎で廃校になったもの、その活用事例数などの概要についても山陰両県の全市町村教育委員

会へ電話調査を行い、その結果を整理・分析した。 

2)山陰両県の木造廃校舎の活用状況数について、山陰両県自治体マップ上に整理した。 

3)廃校施設の活用状況について、木造廃校舎に焦点を絞り、浜田市の2廃校、雲南市の1廃校への実態

調査を行った。これらと共に昨年度に実態調査を行っていた廃校を含めて、これまでにヒアリング調

査と実態調査を行った廃校施設のデータ整理と平面図の描きおこしを行い、廃校活用で使われる室の

特徴や注意点について平面図上に分析結果をまとめた。 

4)廃校活用の方法を具体的に検討するために、廃校舎のリモデルを提案検討する模型を作成した。

(研究実績サマリー01別添) 

 以上のような今年度の分析結果と先行調査結果とを用いて考察することで、以下の「研究成果」を

得ることができた。 

 

研究成果 

 

本研究の成果として以下のことを明らかにできた。 

1)山陰両県の中心的な都市である鳥取市と松江市では、平成の合併によって自治体面積が広域化する

と共に、合併町村自治体では学校統合が進み、廃校が多く見られた。こうした都市部やその周辺自治

体の鉄筋コンクリート造の廃校校舎では、耐震性不足や多額の補強予算の必要性などから転用が困難

な事例が多く見られた。その一方で、低層校舎や1981年以降の新耐震基準で設計されていた一部の棟

では、公民館などへの転用が進んでいる。 

2)山陰両県の全自治体への調査の結果、地方部には木造校舎の廃校も多く残されていることが分かっ

た。こうした木造廃校舎は低層で小規模なものが多く、これらの建築的な条件から地域の伝統産業の

拠点や診療所への転用が見られ、こうした好例の具体的な室利用方法をまとめることができた。 

3)2年間の調査の結果、廃校舎を活用する際に配慮が必要な事項を、モデル平面図上に整理すること

ができた。この配慮必要事項をまとめた図は、今後の廃校舎活用時のチェックリストとしても活用が

可能なものとすることができた。 

 

上記に加えて、以下の学術論文8編を学会発表することができた。これらの概要については調査協力

いただいた関係各所へ配布・報告済みである。 

1)細田智久・中園眞人・三谷亮太・牛島朗・下倉玲子、鳥取県における公立中学校の創設と昭和の町

村合併による統廃合、日本建築学会計画系論文集、第82巻第736号、pp.1445-1454、2017.6、査読有 

2)秦瑞希・細田智久、施設一体型小中一貫校の学校運営・施設計画に関する研究 その１、日本建築

学会地域施設計画研究論文35号、pp.157-164、2017.7、査読有 

3)渡部巴菜・細田智久・中園眞人・牛島朗・三島幸子、日南町におけるコンパクト・ヴィレッジ構想

に関する現状分析、－鳥取県日野郡日南町の事例研究 その１－、日本建築学会中国支部研究報告集

第41巻、No.523、pp.577-580、2018.3 

 



 

 

4)細田智久・中園眞人・牛島朗・三島幸子・佐々木英臣、日南町における小中学校および保育施設の

統合経緯に関する分析、－鳥取県日野郡日南町の事例研究 その３－、日本建築学会中国支部研究報

告集第41巻、No.525、pp.585-588、2018.3 

5)中田希望・細田智久、山陰地方の小学校廃校校舎の現状・活用状況に関する研究 その２、日本建

築学会中国支部研究報告集第41巻、No.513、pp.537-540、2018.3、(研究実績サマリー02別添) 

6)秦瑞希・細田智久、施設計画と学校運営に関するヒアリング結果の分析 山陰地方の施設一体型小

中一貫校の施設計画に関する研究 その2、日本建築学会中国支部研究報告集第41巻、No.509、pp.521

-524、2018.3 

7)秦瑞希・細田智久、職員室・図書室の家具レイアウトや事業費等の分析 山陰地方の施設一体型小

中一貫校の施設計画に関する研究 その3、日本建築学会中国支部研究報告集第41巻、No.510、pp.525

-528、2018.3 

8)細田智久・渡部巴菜、山間過疎自治体の小学校における統廃合経緯と廃校活用に関する研究 −  鳥

取県日南町における考察 -、日本建築学会地域施設計画研究論文36号、2018.7掲載予定、査読有、採

用決定済 

 

次年度研究

計画 

 

当該研究者の他機関への転任に伴い、本研究は平成29年度までの２年間で研究を終了する。 

報告責任者 
所属・職 

氏名 

総務課 企画・社会連携係 

  福留のぞみ     電話番号 0859-24-5007 

電子ﾒｰﾙ  kikaku@yonago-k.ac.jp 

 

注１）表題には、環境創造部門、地域振興部門、北東アジア学術交流部門のいずれかを記載すること。 

 ２）「研究期間（  年目/  年間））」及び「次年度研究計画」は、環境創造部門及び地域振興部門

において記載すること。 

 ３）研究者の知的財産権などに関する内容等で、非公開としたい部分は、罫線で囲うなど明確にし、その

理由を記すこと。 

 ４）研究実績のサマリーを併せて提出すること。 

 










